






























































2010年 北米 ラテンアメリカ OECD欧州 非OECD欧州 アフリカ 中東 アジア 中国 日本 韓国 世界
トン／百万US$ 154 143 103 459 208 288 244 374 90.5 246 185
トン／人 17.1 2.81 6.85 7.88 1 7.36 3.28 5.55 9.05 11.2 4.43
出所：日本エネルギー経済研究所『EDMC・エネルギー／経済統計要覧2012年版』より作成。
4国立大学法人 富山大学 地域連携推進機構 産学連携部門
Ｃを参照）については，環境省によれば，1997年には
約24兆億円，2000年には約41兆円，2008年には約
75兆円となり，2009年12月に出された新成長戦略で
は，政策を総動員して2020年までに50兆円超の新規
の環境関連市場の開拓を目指している。中国の環境産
業の市場規模（図のＢを参照）は，中国環境保護産業
協会が発足した時点（1984年）には28億元，1988
年には38億元，1990年には400億元と急減な勢いで
成長した。90年代に入ってからもその高成長が維持さ
れ，1997には522億元，2000年時点には1080億
元に達していた。2001年から中国の環境産業はさら
に加速的な高成長期を迎え，2005年には約5000億
元，2008年には約8000億元に達している。第12回
五ヵ年計画期においては環境保護事業への新規投資は
３兆元以上となると計画されており，これによるその市
場規模は4.9兆元に拡大するとも予測されている。一方，
環境産業の高成長傾向は，世界全体に関しても日中に
関しても同様にみてとれるが，経済規模に対する環境
産業市場の相対的規模を見ると，２カ国間には大きな
格差が存在し，この産業分野における国際ビジネスの
空間は特に中国に大いに有することがわかる。
環境問題の国際的な取り組みは，まず，1972年
６月にストックホルムで開かれた国際連合人間環境会
議以来，UNEPなどを中心として国際的合意・国際
条約（地域協定）に基づく集団的意志決定の枠組みの
もとで行われてきた。それは前述した地球環境問題の
４分類の視点で分野別に概観できるが，取り組みの主
体関係の視点で，①民間レベルの環境国際交流と協力，
②地方自治体・都市間の環境協力，政府レベルの③２
国間環境協力と④多国間の環境協力に分けて把握でき
る。特に２国間の実施型環境協力の拡大と多国間の協
議型環境協力の具体化の接点となるのは三国間の実施
型環境協力の推進体制として，1999年１月に発足し
た「日中韓３カ国環境大臣会合」，2000年末に設置
した「日中韓環境教育ネットワーク」，及び「３カ国
環境産業円卓会議」の取り組みが注目される。これら
の国際的な取り組みの過程においては，先進国と途上
国の間で人，物，資金などの生産要素の移動およびそ
れらの移動に伴う環境技術移転が主軸として展開され
ている。この要素移動と技術移転に注目して，国際的
取り組みのメカニズムは，多主体間の環境協力が機能
している非市場原理に基づくパターン，産業界間の環
境ビジネスが機能している市場原理に基づくパターン，
政府間，或いは産業間の協議と市場原理を融合した準
市場原理に基づくパターンに分けて整理することがで
きると考える。つまり，環境ビジネスの国際的展開の
可能性は従来の市場だけではなく，環境保全に対する
国際的な取り組みの多原理的な展開に伴って現実化し
ていくのである。その中では，準市場原理の国際的取
り組みの環境ビジネス拡大への促進機能はますます期
待されている。「準市場原理」による国際的取り組み
として位置付けられる典型例として京都メカニズム，
特にCDM（クリーン開発メカニズム）がある。CDM
とは先進国・途上国が共同で温暖化原因物質排出削減
事業を削減責任の持たない途上国で実施し，二酸化炭
素の削減分を投資国（先進国）が自国の目標達成に利
用できると同時に，途上国にとって環境投資と環境技
術移転の機会が得られるというメリットがある制度で
ある。この制度を活用し，多くの環境産業の民間業者
が政府間のプロジェクトに参加して国際ビジネスを展
開している。
以上のように環境産業の市場規模の拡大とその国際
的な展開の必要性と可能性がますます高まっていくこ
とが結論できる。そこで，日中間に限ってその現実化
を考える際に，少なくとも両国が「歴史問題」と「領
土問題」に起因する政治的対立の状態に直面している
のが障害とされるかもしれない。ところが，現実には
逆の動きもあり，上述した日中間の多次元の環境協力
体制は非政治的な性格をも持っていて，政治対立を越
えて定常的に機能している。故に，このような「政冷」
の時期こそ，多原理の環境協力と環境ビジネスの拡大
を図り，経済的な互恵関係と生態環境の共同体として
共生関係を強めながら，その政治対立の融合機能を果
たさせることも期待できる。
図　世界・中国・日本の環境産業市場規模の拡大（単位：億ドル・億元・兆円）
出所：文中に提示される資料と筆者の整理により作成。
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